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1.は じめに
従来の製造業を中心 とする産業形態が存在する一方で、近年、ソフ ト資産を中心に企業
価値創出を目指すナ レッジ型産業の台頭が叫ばれて久 しい。だが、これ らソフ ト資産に関
する会計的な認識 ・測定 ・開示のシステムは、十分に機能 しているとは言い難い状況にあ
る。
米国ではこのような問題に起因 し、1993年頃から財務報告システム全般 を見直す動きが
生 じてきた。また、米国に先行するかたちで欧州諸国においても知的資産報告書作成によ
る非財務情報の開示が試みられているが、その動きを受け米国において も開示対象となる
事象やその範囲について財務報告の枠を越えての検討が進展 しっっある。たとえば、AICPA
によって公表されたジェンキンズ報告書(AICPA[1994ユ)における財務会計と管理会計の
境界線の消滅、将来情報の開示、公正価値の利用など、伝統的な財務報告 を大きく変化さ
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せる提言な どはその先駆けとして意義付けられ る。 このように現在においてはナ レッジ型
産業に適合するような会計システムの構築が必要 とされてきている。
そこで、本稿は、ナレッジ型産業の繁栄を背景 とす る現代の企業会計において無形資産
の認識 ・開示 ・報告の在 り方についての検討を試みるものである。第一に、知的資産の重
要性に着 目し、そのような経済を背景に無形資産項 目を分類 し、認識可能性に関する2つ
のアプローチについて言及 しながら当該資産の認識について検討を行 う。その うえで、第
二に、2つ の会計観を手がか りに無形資産の認識 、さらには利益概念 との関係 についての
若干の考察を試みることにする。
これらの検討 を通 し、情報有用性の観点からより適切な財務報告制度の在 り方を探 り、
事業報告モデルの意義にっいて言及 していく。
2.ナ レッジ型産業と会計システム
現在の財務報告制度が情報提供機能の点で十分な機能を果たしていない状況にあること
は多くの会計専門家や投資家に認識 されているところであ り、また、この問題意識 こそが
事業報告の促進 に関する特別委員会(EnhancedBusinessReportingConsortium)(1)など
の活動の大きな原動力 となっている。そ もそもこのような状況を招くこととなった根本的
な要因を考えてみると、それは、現在の財務報告システムがソフ ト産業を中心 とした経済
社会に うま く適合 していない状況にあることが指摘できる。財務報告システムは、従来型
の産業構造に対応 したまま取 り残 され、 コンピューターの普及に伴 う金融商品の発展、情
報化産業を中心とした経済社会へ と産業構造だけが急減に進歩を遂げ、会計システムがそ
の変化に追いついてきていないことが財務報告の失敗 となって表れているのである。
Wallisonは、(Wallison[2004]pp.1-4)このよ うな状況を的確に捉えて、産業構造の
変化 と会計の関係ついて次のように言及 している。つま り、現在の財務報告制度は、20世
紀型の産業構造に合わせて作られたものであると言える。それは、鉄道、自動車製造企業、
あらゆる種類の製造業に関する重要な情報を開示するために設計 されたものであり、当該
産業においては、製造用の資産を市場か ら調達 し、土地や機械 ・装置、車両、その他の製
造に必要な材料を供給者から購入 して活動を行っていた。そ して、それらのコス トは、貸
借対照表に記録 され、収益を生み出す期間に渡って償却 されたのである。 したがって、貸
借対照表の価値は、企業全体を取 り替えるための大まかな価値と企業の利益を表わしてお
り、製造用資産の減価償却後の数値は、収益に貢献 した財貨のコス トを反映 したものとな
っていた。 しかし、ニューエコノミーにおける効率的な製造、競争優位などの経済原理が
米国経済をより高い価値創出活動へ と変化させていくことにな り、労働力や機械 などを通
しての価値の創造は、知的活動、知識や情報の効率的な利用へと転換 していくことになっ
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た とされ る。これ はポス ト産 業時代 、もしくは、情 報化時代や 知識経済(KnowledgeEconomy)
と言われ る時代 の到 来 であ り、18世紀 のイ ギ リスにお ける産 業革命 に匹敵す るほ どの産業
の大変化 である、 と指摘 してい る(Wallison[2004]p.1)。
この新時代 において企 業の価値 の創 出は 、他者 か ら購入 した有形財 た る製造用 資産 に依
存す るの ではな く、内部創 出 され た無形資 産に よ り多 く依存 す るよ うにな ってい る。 た と
えば、従業員 に よって製造 された ソフ トウ ェアや 、洋服 のデザイ ン、ブ ラン ド名 、供給業
者や配給業者 との取 引契約 関係 、従 業員 の技術 能力や ノ ウハ ウ、従 業員 や顧客 ロイヤ リテ
ィなどである。 これ らの もの は、知識 や情 報を販売 してい る企業、 もしくは 、その価値 の
大部分 が知識 や評判 、優れ たデ ザイ ンやサ ー ビス か らなってい るよ うな製品 を販 売 してい
る企業に とって非 常に重要 な資産 となってい る。
この点 にっいて 、Wallison(Wallison[2004]pp.1-2)は、Levの調査結果 を引用 し、
無形資産 の重要性 の増 大は、貸借 対照表 と公開企業 の市 場価値の 両方に対 し甚 大な影響 を
及 ぼ してい ることを示 してい る。た とえば、S&P500社の企業の帳簿価 額 と市場価 値 との比
率 は、1977年一1983年の期 間(製 品製 造がい まだに米国経 済において支配 的で あった時期)
においては、約1対1で あ ったが、1993年一1995年の期 間(知 識経 済へ と変化 し始 めた時
期)に おいては 、市場価値 が帳 簿価 額の3倍 とな り、さ らに2001年まで には(無 形資 産お
よび知 的資産 が経 済を支配す る よ うになった時代)市 場 価値 は6倍 に もなった と指摘 して
い る。 この よ うな変化 の背景 には 、1990年代 か ら2000年代 にかけての株 高 も影響 してい
るだろ うが、この20年 間 において企業 の減価償却 された資産 の価値 と企業 の市場価値 との
関係を打 ち壊 す何 らかの変化 が生 じた ことは明確 であ る としてい る。そ して、そ の要 因 と
な ってい るのがGAAPの会計原則 に よってはオ ンバ ランス され ないが、企 業の利益獲得 能力
の主要 な源泉 となって いる無形資産 の存在で ある と述べてい ることは興味深 い。
また 、この よ うな経済 状況の劇 的な変化 について、倉 田(倉 田[2004]pp.28-29)は、
トフラー を引用 したElliott(Elliott[1992]pp.61-85)の見解 を取 り上 げ、現在 の財務
報告 を取 り巻 く状況 の大きな変化 と今後 の財 務報告の在 り方を めぐる問題点 にっ いて鋭 く
言及 している。す なわ ち、Toffler(Toffler[1980])は、その著書 『第 三の波』において 、
1650年までの農業時 代 を第一 の波、1955年までの 産業 の時代 を第 二の波、それ 以降の情報
の時代 を第三の波 と捉 えてい るが、 これ を受 けElliott(Elliott[1992]p.63)は、 「資
産 、負債 、収益 、費用 とい う第 二の波 の概 念に基 づ くモ デルは第三 の波 にとって、十分 で
はない と思われ る」と し、現行 の会 計 システムが もはや適合 して いない ことを述 べてい る。
さらに、Elliott(Elliott[1992]p.74)は、「「管理会計」 「財 務会計」 は第 二の波の用語
である。一 第三の波 の企業は 、財 務情報 を超 えて 、外部 に責任 を持 つ。 一企業 にっい て利
用者が知 りたい ものの多 くは非財 務情報 であ る。」と述 べ、その よ うな情報 と して、た とえ
ば、利 用者は 、企業 の使命 と目標 、そ の戦略 、企 業が参加 す る産業 、そ の産 業内にお ける
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る企業の競走上の地位、企業 とその競争者の品質および顧客満足度の相対的水準、生産計
画、生産循環時間および生産性における進歩、企業の人的資産の発展などを例示 している
のである。 このよ うな指摘か ら資産、負債、収益、費用等の会計上の用語す ら情報時代に
は適切な用語ではなく、現在の事業報告における非財務情報の重要性を指摘 している。 こ
のような指摘にみ られるとお り、産業構造の変化に合わせた会計システムの見直 しが必要
とされているのである。
3.無形資産の認識問題と2つ のアプローチ
(1)認識 に関す る2つ のアプ ローチ と無形資産の分類
では、いか に無形資産 に関 する報告制度 を改 善 して いけば良 いので あろ うか。現行 の無
形 資産 の財務 報告 を改 善す る方法 を考 え るに あた り有 用 とな る2つ のアプ ロー チ があ る
(Rylander,et.a1[2000]pp.1-29)。
①認識 の拡 張アプ ローチ(extendedaccountingapproach)
②補足貸借対照表 アプ ローチ(co叩1ementarybalancesheetapproach)
① の認識 の拡 張ア プ ローチ は、伝統的認識規 準の枠 内または その一部拡張 に よって知 的
資産 の資産計 上を促進 しよ うとす るもの である。 それ に対 して 、② の補足貸借 対照表 ア プ
ローチは、開示 の拡 充化 に よって認識 の限界に対処 しよ うとす るものである(古 賀[2005]
P.5)。
① のアプ ローチに よる もの としては、具 体的 には、一定 の条件 の も とで無形 財投 資の資
本化 処理(繰 延 べ処理)を 行 う方法(LevandZarowin[1999]pp.376-383)と英国 の財 務
報告 基準書(FinancialReportingStandards,以下 、FRS10と呼ぶ)[1997]にお いてみ
られ る 「容易 に識 別可能 な市場価値 」規準 ②に よ り、市場が存在 す る無形資産 につい ては、
これ を財 務諸表本 体 にお いて認識 可能 とす る方法 な どが該 当す る。 諸外国の基 準設定委 員
会 による基準改正 な どを通 しての無形資産のオ ンバ ラ ンス化 への努力 は、 この① のア プ ロ
ーチ に従 って行 われ て きた よ うに見受け られ る。 しか し、認識 に伴 う真実性 ・客観 性 との
整合性 の問題 な ど認 識 の拡 大 の限界か ら、近年で は② の補足貸 借対照 表アプ ローチ を重 視
す る方向へ と開示方法の力 点が移行 しているよ うに窺 え る。
② の方 法では 、財 務諸表 以外 の付 属的 な報告書 によ って無形 資産全般 に関す る開示 を行
うものであ り、必 ず しも会 計数値 に とらわれ る必要 はな く、よ って 、報告の対象項 目を よ
り広範 な もの とす る こ とが可能 とな る。 従来② の方法 は、 あ くまで財務 諸表 で は捉 えきれ
ない情報 を開示す る手段 と して補足 的な意味付 けがな され ていた ものであるが 、無 形資 産
に関す る財務報告 の在 り方 の検討 を行 ってい るFASB[2001]のスペ シ ャル ・レポー トで は、
これ らの財務報告 書以外 の報告書 を新たな計量方法(NewMetrics)として いる ことか ら、
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それらはもはや財務諸表の補足手段ではなく、それ自体を新たな開示手段 として積極的に
捉えることができる。
このように無形資産に関 しては、一方で財務諸表の枠内での報告を進 め、他方では、枠
外における情報開示を進めるとい う二分化の傾向が生 じてきている。そこで、当該アプロ
ーチに従って無形資産の報告を実施 しようとするにあた り明確に しておかなければならな
いのは、無形資産の分類の問題である。多種多様にわたる無形資産の うちいずれの項 目を、
①の財務諸表の枠内において認識 し、そ して、いずれの項 目を②の財務諸表以外の報告書
によって開示するかが当該アプローチの適用に当たっての重要な鍵 となる。
無形資産の分類方法 として有益であると思われるPRISMREPORT2003[2003]によれば、
無形資産は次のように分類される。
図表121世紀企業の源泉
所有主が明確で支配
が可能な資産
ハ ー ド
分離可能で売却可能な権
利 ・分離 した形式で取引
可能で保護できるもの
競争優位に関する非
貨幣的な要因
企業内に存在する
潜在的に特有な競
争優位の要因
ソフ ト
有形資産 無形財 無形のコンピタシス 無形潜在能力
有形資産
機械 ・装置
棚卸資産
その他の資産
金融資産
現金 ・現金同等物
有価証券
投資等
材料供給契約
ライセンス契約
フランチャイズ契約
登記可能なIPR(知的財産)
著作権 ・特許権
ソフ トウェアを含む映
画 ・音楽 ・芸術 ・科学
商標権
デザイン
その他のIPR
ブラン ド・ノウハ ウ・秘密
特約
競争的な地理
特有のコンピタンス
コアコンピタンス
慣例的コンビタンス
潜在能力
リーダーシップ
労働力
マーケッ ト/名声
革新/研究開発
会社のリニューアル
【出 所 】PRISMREPORT2003[2003],p.14の表 を も と に 作 成 し た 。
この分類は、無形資産項 目が単独で存在 し、それ 自体分離 して売却できるか どうかでハ
ー ドなものとソフ トなものに分けられている。貸借対照表において計上される資産として
有形資産に準ずるものとして無形財がある。有形資産が取得対価ない しは市場価値によっ
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て金額 が明確 に確 定可能 であ るのに対 して、無 形財 は、市場 取引や将 来キャ ッシ ュ ・フ ロ
ーに よって価値付 け るこ とが可能な項 目である。 これ らの項 目が、現 在の無形 資産 の報告
対 象 と して 中 心 的 な もの と な って お り、無 形 財 は さ らに 、 無 形 の商 品(intangible
commodities)と知 的財 産(intellectualproperty)に分 ける ことができる。 無形 の商 品
は、 出版 権や 再販 権 な どの契 約上の権利 を有す るもので ある。 他方 、知的財 産}ヰ、法 的制
度か ら派生 した もので あ り、た とえば、特許権 や秘 密取引 な どが含 まれる。 次 に、無 形 の
コン ビタ ンスは、 「価格 のな い」競 争の鍵 となる要因 であ り、かつ、成文化 され た もので、
所有権 が認 め られ るものであ る。 そ して、最 もソフ トな性 質を有す る無形潜 在 能力 は、将
来の競争 上の優位 性 をもた らす潜在能力 の蓄積(reservoir)を示 してい る。 潜在 能力 は、
特 にベ ンチ ャー投資家 な どが着 目す る項 目として示 され る(PRISMREPORT2003,pp.12-13)。
(2)無形資産の認識可能性 とその範囲
上述 したような無形財の大まかな分類をそのまま会計認識に用いよ うとするとあま りに
も曖昧すぎるとい う問題がある。そこで、これ らの分類をベースに会計的に有用な形に再
分類を行 ったものが次のモデルである(古賀[2005]p.10)。古賀は、図表1の 分類に物的 ・
法的把握可能性や貨幣的測定の可能性の有無を考慮に加 え、さらに、そこにYang[1927]
のモデル(3)を加味し、認識可能性の連続体モデルとして無形資産の分類を提示 している。
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図表2知 的資産の認識可能性の連続体モデル
高い 認識可能性 低い一資産として認識一
無形財(法 的権利
を持つIC)
無形財(特 定の自
己創設IC)
開示の拡充化一
無 形 コンビタンス 無形潜在能力
物的 ・法的に把握
可能 貨幣評価が
容易
貨幣金額に よる契
約 ・知的財産権(特
許権、商標権 、著
作権など)、デザイ
ン、フィルム等
物的 ・法的に把握 物的 ・法的に把握 物的 ・法的 に把握
可能 貨幣評価が 困難 記述が容易 困難 記述が困難
困難
自己創 設 特 許 、顧
客 リス ト、秘密 公
式 、ソフ トウェア、
プ ログラム、手続 、
マニュアル等
トレー ニ ン グ、 プ
ログ ラム 、 リクル
ー ト・プ ログ ラム、
流 通 チ ャンネ ル 、
組織 プ ロセス等
能力、創造力、企
業文化等
【出所】古賀[2005]p.10
左から2つ のカテ ゴリーまでを資産としての認識可能な範囲 として、他の2つ について
は開示の拡充化 によって対処 しようとするものである。Sullivan(Sullivan[2000]p.98)
もまた、左側2つ の項目については、会計的な認識を行い、右側2つ の項 目に関 しては、
情報として開示する方法を提示している。そして、前者については、定量的評価 を行い、
後者については、定性的評価を行 うべきであるという見解 を示 している。ここでい う定性
的評価とは、基本的には人の判断に基づ くものであり、定量的評価のように数字で表す こ
とができないため、数字以外の方法で価値を表すことを意味 している。一方、定量的評価
は、さらに金銭的なもの と非金銭的なものに分けられ るが、非金銭的な定量情報とは、金
額以外の単位によって数字で数えられるものに適用 されるω 。したがって、図表2に おい
ては、貨幣評価が困難である無形財(特 定の自己創設IC)をいかに取 り扱 うかが最大の焦
点 となる。
古賀(古 賀[2005]p.13)は、この無形財の測定に関 しその評価の困難性 を認めつつも
その困難性を上回る認識の必要性の方を強く主張 し、LevandZarowin[1994]のR&Dの資
本化処理の見解を取 り上げ、そこから測定のヒン トとなる考えを以下のように述べている。
すなわち、測定属性 としては、第一には、将来キャッシュ ・フローに基づく現在価値や確
証可能な市場価値が妥当であるが、それらの数値が得 られない場合には、その代替的評価
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額 として投資コス トで認識 ・測定する方法が妥当であるとする。 さらに、継続 中のR&Dで
あれ、それが将来何 らかの利用価値 を持つものとして継続 されている限り、継続中の努力
は一種のオプシ ョンとして価値を持つことから(FASB[2001]p.80)自己創設無形資産も
可能な限 り貨幣評価額で把握 されるべきであると指摘 してお り、測定が困難 とされ る無形
資産の項 目の認識に対 しても何 らかの代替数値の当てはめは可能であるとし、あくまで現
行の会計認識の枠組みを拡大 し、財務報告の枠内での開示 を拡大していく方向を示 してい
る。
このような見解がみ られる一方で、Sullivan(Sullivan[2000]p.98)は、むやみに会
計認識の範囲を広げるのではなく、財務諸表において認識 されるものは金銭的な定量項 目
に限定 し、非金銭的な定量項 目は、定性的評価 と合わせて知的資産報告書において報告す
べきであるとしている。ただ し、そのよ うな場合には、各個人の判断による定性的評価に
依存するためいかなる項 目を価値ある知的資産として報告対象 とす るかメル クマールの設
定が問題 とな り、また、企業間の比較可能性の確保 という問題も残 されているとしている。
また、桜井(桜井[2004])も同様に、ブ ランドの評価を例にブラン ド価値評価モデルに従
った公正価値の評価額をその評価額 とともに、財務諸表に対する注記などの形で補足的情
報として記載することが最も実践可能性が高く妥当であると述べている。
現在の会計認識 ・測定に関するフレームワークのもとにおいては、定量的評価の限界に
達 していることに鑑みれば、Sullivanの見解の意味するところは大きい。けれども、認識
の困難性 と実践的であるとい う理由から知的資産報告書による開示に依存 して しま うので
はなく、可能な限 り財務報告の枠内において認識を拡大 していくよう努めなければな らな
いと考える。そのため、定量化に向け会計認識に耐え得 る測定技法とその精度を高めてい
くことが求められるだろう。また、それ と同時に、定性的情報開示手段 として知的資産報
告書の役割を積極的に認めていくことが必要と思われる。
現時点の日本においては、残念なことに知的資産報告書は、財務諸表の補足 としての役
割 しか認められてお らず、消極的な評価 しかされていないのが現状である。 しかし、諸外
国においては、すでに知的資産に関する定性的評価情報を担 う重要な書類として評価 され、
その内容にっいても検討が進められている状況にある。
当該見解を証明するような研究が英国のプライスウォ一夕ーハウスクーパースによって
示されている。それによると、事業報告にっいて先駆的な取 り組みを見せているデ ンマー
クのColoplast社に関す る財務情報だけの資料 と財務情報以外の情報が含まれている資料
の2つ を用意し、それぞれを別のアナ リス トに渡 し、翌2年 分の利益 と収益の予測を して
もらうとい う実験がなされている(Thomas[2003/4]p.79)。その結果は、財務情報のみを
与えられたアナ リス トよりも全体的な情報を与えられたアナ リス トの方が、予測 された利
益平均は低 くなったが、その予測数値の幅は、財務情報だけの場合よりも狭 くなってお り、
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ぱらつきが少ないという結果が得 られたのである。これは一例に過ぎないが、アナリス ト
にとっては非財務情報が企業の利益予測に際して重要な役割を果たしていると捉えられる
ことを示唆 している。
4.2つ の会計観と新たな事業報告モデル
あくまで現行 の財務 方向の枠組 み を重視 す る視 点にた ちなが ら、 さ らに情報利 用者 の観
点か ら適切 な財 務報 告の方法 を考 察す る と、財務情 報(FinancialReporting)と合 わせ て
非財務情報(NonfinancialReporting)を利 用す る ことが よ り有用な情 報提供 手段 とな る
と考 える。 両者 を合 わせ るこ とに よって事業報告(BusinessReporting)として企業 の全
体像 をよ り適切に開示す ることが可能にな ると思われ る。
図表3事 業報告モデル
事業報告
財務情報 非財務情報
無形資産のうち認識が
可能なもの
無形資産のうち認識が
不可能なもの
・特許権 ・商標権
・著作権 、デザイ ン
・顧 客 リス ト
・ソフ トウェア
・プ ログラム
・優 秀な人材
・ノウハ ウ
・有利 な契約 関係
・組 織プ ロセス
貸借対照表で開示 知的財産報告書で開示
このような事業報告モデルの提言を主張す る根拠は、情報有用性アプローチ、つま り、
利害関係者にとっていかなる情報が最も有用かという視点にすべては集約 される。そ して、
そこででは資産負債アプローチによって会計 システムを構築 していくことが鍵 となってい
る。
そこで改めて資産負債アプローチによって無形資産の認識 ・測定に関す る考察を行い、
新たなモデル構築のヒン トとしたい。古賀(古 賀[2002]p.12)は、有形財に対する会計
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理論をプロダク ト型会計理論 とし、無形財に対する会計理論をナレッジ型会計理論 と定義
し、その対比によって会計構造の各特質について以下のように言及 している。従来の機械 ・
設備 ・商 ・製品といった有形財に焦点をおいたプロダク ト型会計理論によれば、原材料の
インプッ トを集合させ、インプッ ト(売上原価)と アウ トプット(売上高)と の対応によ
る取引アプローチによって会計は表現 されていた。そこでは、インプットの評価基準 とし
て原価 を採 り、ア ウトプ ットの認識ルールとして実現を採るので、プロダク ト型会計理論
の体系は、原価 ・実現原則を基軸とする収益費用パラダイムとして特徴づけられてきたわ
けである。それに対 して現在の知識集約型産業をナ レッジ型産業と捉え、ブラン ド等の無
形財の評価は、基本的にはそのインプッ トの歴史的支出額の集計ではなく、そのア ウ トプ
ッ トとしてのバ リューに焦点をおくものでなければならないとしている。 この ようなア ウ
トプッ トのバ リューは将来キャッシュ ・フローの前取 りによるス トック指向のアプ ローチ
であり、ナ レッジ型会計理論の体系は、ス トックのバ リュー計算を基軸とする資産負債の
評価アプローチない し資産負債パラダイムをなすのである(古賀[2002]pp.13-14)。これ
らの特質に関し、収益費用アプローチと資産負債アプローチの観点から整理 しなおせば以
下のようになる。
図表4無 形資産会計と2つの会計観
収益費用アプローチ 資産負債アプローチ
会計の機能 会計責任の遂行 ・利害調整機能 意思決定に有用な情報提供
無形資産の
認識の対象
取得無形資産および
買入のれんのみ計上可能
自己創設のれんの計上不可
未認識の無形資産の経済的価
値の開示
自己創設のれんの計上可能
無形資産の測定
原価主義会計
コス ト・アプローチ
取得原価
公正価値会計
インカム ・アプローチ
割引現在価値
無形資産の測定属性と
情報の特質
客観性 ・信頼性の重視
過去指向的情報
目的適合性の重視
将来指向的情報
利益概念と特徴 収益余剰としての利益
(実現利益)
純資産余剰 としての利益
(包括利益)
財務諸表利用者に有用な情報提供を最優先する会計観によれば、企業の価値 を重視す る
ス トック価値評価アプローチが採用され、公正価値による測定 とそれに伴 う利益概念 とし
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てその他の包括利益による最終的な数値への収敏という一連の流れによって会計の認識 ・
測定プロセスは説明されるだろ う。当該プ ロセスは、無形資産に対して有用であるばかり
でなく金融商品の発達や市場の発達 とその会計システムの対応とい う点でも有効に機能す
ると期待 される。有形財に変わる無形財および金融財の重要性の増大は、さらに資産負債
アプローチに基づく会計理論の必要性を高めていくと考えられる。
したがって、資産負債アプローチの適用をさらに追及 し、無形資産の財務諸表本体にお
ける開示を求めていくならば、究極的には、国際会計基準審議会が業績報告プロジェク ト
で提案す るような全資産の再測定 とい う従来のシステムを大きく覆すような方法の導入が
期待され ることになる(桜井[2004]p.38)。今までにない全 く新たな認識 と測定による会
計システムが近い将来において出現することも考 えられる。最近のFASBなどにおける公正
価値の利用に向けての新たな一連のプロジェク トが、財務諸表項 目を公正価値で評価する
ことを念頭におき、伝統的な実現主義から発生主義ベースへ と収益認識規準の転換 を示唆
するものとなっていることを鑑みれば全面公正価値測定の導入可能性を完全に否定できる
根拠はないのである(FASB[2004])。無形財に対する会計では、 目的適合性をよ り重視す
るため、有形財においてみ られていたような実現にはこだわる必要はもはや存在 しないこ
ともこれらの見解を支持する根拠の一つとなる。
このよ うな考え方を敷桁すれば、実現利益を媒介とした損益計算書 と貸借対照表の連携
の必要性は薄れ、貸借対照表上の経済的な富の増減変動 としての利益がより意味を有する
という非連繋のシステムの有効性が強調 されるよ うになると思われる。現在は、損益計算
書を通 らずに計上 され る利益、すなわち資本直入項目として、売買目的有価証券の評価差
額金、為替換算差額などに項 目は限定されているが、それ以外にも無形資産の時価評価に
関する貸方差額として価値創出利益評価額などの新たな項 目の計上も視野に入れ、検討が
必要とされるところである。富の増減差額 として捉 えられている利益概念について、今後
はその内容について一層踏み込んだ検討が必要 とされ、その内容や性質に従った分類 と精
緻化を行っていく必要が生じると思われる。
会計における理論の変遷を考 えてみれば、かつて、清算企業を前提 としていた企業経済
のもとでは、売却価値を知ることが会計の最善の目的であり、そのもとにおいては、静態
論による会計が適切であったことは言 うまでもない。そ して、信用経済を中心とする大量
生産型の製造形態への変化に伴い長期的な固定資産 と在庫を保有する継続企業がその経済
活動の主体になるにつれ会計理論もまた動態論へ とその理論構造 を大きく変化させていっ
たわけである。産業形態や経済活動内容の変化に合わせた会計システムおよび会計理論の
必然 とも言える変化過程は、歴史的な研究結果が示すところである。そ うであるならば、
会計システムそのものを21世 紀型の経済社会に適合 したものに修正 しくことも会計の歴
史においてはまた必要な作業であるとも考えられる。無形資産は、まさに会計システムそ
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のものを変革させる可能性を内包 した21世紀型社会を代表する項目として捉えられる。
5.む すび
本稿では、まず従来の製造業を基礎 とした原価 ・実現アプローチに基づく会計システム
の適用のみでは情報開示の観点からは不十分となりつつある状況を指摘 し、ナ レッジ型産
業においてより適合的な財務報告システムの在 り方をめ ぐって新たな認識 ・報告モデルに
ついての検討を行った。
とりわけ、現代の経済社会と財務報告制度との不適合を解消するうえで認識問題の解決
の糸口になるであろう2つのアプローチっいて述べた。第一に、財務報告の枠内における
無形資産の認識の拡大である。現行の財務会計フレームワークにおいては厳格な認識規準
の存在が無形資産計上を抑制 しているわけであるが、.当該アプローチのもとでは、厳格な
規準を克服 しうる評価方法の開発 とその精度を高める研究を進めていくことが必至となる。
割引現在価値の利用な ど公正価値概念の導入と合わせ、 目的適合性 と信頼性 ・客観性の適
切なバ ランスを保持することが重要 となる。そ して、第二に、財務報告の枠外での報告形
式 として知的資産報告書の積極的な利用を提示 した。会計数値に換算 された定量的情報が
最適であることは言 うまでもないが、それ以外にも定性的情報の開示 は投資情報 として重
要なもの となっている。これらの需要に対処すべ く当該報告の役割を明確にしていく必要
がある。その際には、いかなる項 目を掲載 し、いかに測定するか とい う問題を検討す るこ
とが課題 となってくる。
産業形態の大変革を経験 し、従来にはない新たな経済構造が出現 している現在、これに
対応 した21世紀型の会計報告システムの構築が求められている。そのような状況を迎 えて
いる現在、情報利用者の視点から会計理論および実務を見直す柔軟性が必要 とされている
ように思われる。
注
(1)2002年に一 旦 中断 され てい た無 形 資 産 の財 務報 告 改 善へ の 取 り組 み は 、近 年 、再 び 活 発 化 して き て
い る。 当該 組 織 は 、投 資 家や 債 権 者 、アナ リス ト、企 業 の経 営者 、規 制 当局 、基準 設 定 団 体 、学識 者 、
そ の 他 の 利 害 関係 者 に よ って 財 務 報 告 問題 に 取 り組 む 任 意 の 団 体 に よ っ て構 成 され た も の で あ る
2002年12月に は、AICPAの内部 に 、事 業 報 告改 善 に関 す る特 別委 員 会(SpecialCommitteeonEnhanced
BusinessReporting)が設 置 され て い る。
(2)FRSloによれ ば 、識別 可 能 な市 場 価値 とは 、す べ ての 重要 な 点 にお い て 均質 な資産 の 母 集 団 に属 す る
資 産 で あ る こ と、それ らの資 産 に つ いて 頻繁 な 取引 に よ って 証拠 づ け られ る活発 な市 場 が存 在 す る こ
と、 の2要 件 を満 たす ことが 必要 とされ てい る(FRS10,para.2)。
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(3)Youngの分類 図 につ いて は 、Yang[1927]p.20,Exhibit2、お よび古賀[2005]p.9を参照 の こと。
(4)たとえ ば、重 さに 関 して の㎏ に よ る表 現や 土 地 の広 さ に関 して 平 方㎞ の利 用 な ど、必 ず しも円 とい う
貨 幣 単位 に よ らない数 量化 を意 味 す る。
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